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第１回地方公共団体定員管理研究会における主な意見

１ 集中改革プランの取組期間の終了後、各地方公共団体においてはどのように定員管理を進
めていくかが大きな課題。その際、参考指標も活用し、住民に分かりやすく情報を開示する
ことが重要

２ 定員回帰指標は、人口と面積だけを変数として職員総数を説明する指標であるため、地方
公共団体が定員管理を進める上で、規範性がないことが課題

３ 警察・教育部門は法令等で配置基準が定まっているため、これらの部門を除いた一般行政
部門を対象にした参考指標を検討することも必要

４ 参考指標は、地方公共団体のアウトカム（行政サービス）に対して、どのくらいの人材が必要
かという観点が重要

１ 地方公共団体としても、参考指標による分析結果をもとに定員管理に取り組むことが望ましい
との認識を持っている

２ 地方公共団体にとっては、以前の定員モデルのように、細かく部門別の数値が示される方が、
内部での説明は容易であったが、その反面、住民に対する説明が複雑で困難

Ⅰ 参考指標のあり方について

Ⅱ 参考指標の利活用について



y = 0.0086x + 7056.6
R² = 0.9572
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【道府県・普通会計】

説明変数に面積を加
え、北海道を外れ値と
すると、R2 =0.99

人口と職員数の相関関係【道府県】（Ｈ２１.４.１）

y = 0.0008x + 2956
R² = 0.6221

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

0 200 400 600 800 1,000

職
員
数

人口 万

【道府県・一般行政部門】

y = 0.0007x + 3078.7
R² = 0.849
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【道府県・一般行政部門】（北海道抜き）

説明変数に面積を加
えると、R2 =0.90

普通会計＝一般行政部門＋警察＋教育＋※消防

（警察部門、教育部門は法令等による配置基準がある）
※道府県には消防職員なし

○都道府県では警察、教育部門が全体の７７．２％
（一般行政部門は全体の１６．１％）

【参考】都道府県以外の地方公共団体では、警察は
なく、教育部門は全体の１３％程度



人口と職員数の相関関係【全団体】 （Ｈ２１.４.１）

y = 0.0099x - 70.665
R² = 0.9551
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【全団体・普通会計】

説明変数に面積を加
えると、R2 =0.98

y = 0.0048x + 47.878
R² = 0.9462
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【道府県抜き・一般行政部門】

説明変数に面積を加
えると、R2 =0.95

y = 0.0018x + 266.08
R² = 0.66
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【全団体・一般行政部門】

説明変数に面積を加
えると、R2 =0.68

y = 0.0069x + 40.622
R² = 0.9469
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【道府県抜き・普通会計】

説明変数に面積を加
えると、R2 =0.95



定員モデル試算式

部

試 算 式

指 標

門 変 数 出 典 単 位

【補正Ｒ２＝０．９４１５】

農 ＋０．１４６９ Ｘ1 Ｘ1 農業産出額 平成１９年生産所得統計 億円

＋０．００２４６１ Ｘ2 Ｘ2 農業経営体数 ２００５年世界農林業センサス 戸

業 ＋０．０１７５ Ｘ3 Ｘ3 農業基盤整備関係事業費 平成１９年地方財政状況調 百万円

＋３０４．３

【補正Ｒ２＝０．９３５１】

林
＋０．０２６６ Ｘ1 Ｘ1 林業粗生産額 平成１９年生産林業所得統計報告書 千万円

＋０．００１０８９ Ｘ2 Ｘ2 道府県有林野面積 平成２０年度森林資源状況調査 ｈａ

業
＋０．０００２３１３ Ｘ3 Ｘ3 私有林野面積 ２００５年世界農林業センサス ｈａ

＋８７．０２

【補正Ｒ２＝０．９３２３】

水
＋０．０１０２７ Ｘ1 Ｘ1 漁業、水産養殖就業者数 平成１７年国勢調査 人

＋０．０００１６５４ Ｘ2 Ｘ2 漁業生産量 平成１９年漁業養殖業生産統計年報 ｔ

産
＋０．００７０２４ Ｘ3 Ｘ3 漁港建設事業費 平成１９年度地方財政状況調 百万円

＋４１．６１

【補正Ｒ２＝０．９０４４】

土
＋０．００３７４９ Ｘ1 Ｘ1 土木関係及び都市計画関

係建設投資額
平成１９年度地方財政状況調 百万円

＋０．０７４８６ Ｘ2 Ｘ2 河川延長
都道府県別河川延長調
（平成２２年４月１日現在）

Ｋｍ

木
＋０．０２４３１ Ｘ3 Ｘ3 建設業者数

建設業許可業者数調査
（平成２２年３月末現在）

事業所

＋２６４．８

【補正Ｒ２＝０．９５１５】

建
＋０．１４２０ Ｘ1 Ｘ1 住民基本台帳人口 平成２１年住民基本台帳人口要覧 千人

＋０．０１０２５ Ｘ2 Ｘ2 住宅関係普通建設事業費 平成２０年度都道府県決算状況調 百万円

築
－０．１２７９ Ｘ3 Ｘ3 市部人口 平成２１年住民基本台帳人口要覧 千人

＋２７．４９

部

試 算 式

指 標

門 変 数 出 典 単 位

【補正Ｒ２＝０．９１０４】

議 ＋０．３０５１ Ｘ1 Ｘ1 住民基本台帳人口 平成２１年住民基本台帳人口要覧 千人

会 －０．０５４６２ Ｘ2 Ｘ2 第３次産業人口 平成１７年国勢調査 百人

・ ＋０．１５２３ Ｘ3 Ｘ3 人口の増加数 平成２１年住民基本台帳人口要覧 百人

総 ＋０．０１４７５ Ｘ4 Ｘ4 総面積 －平成２０年住民基本台帳人口要覧

務
社会生活統計指標
-都道府県の指標-２０１０

Ｋ㎡

＋４２６．２

【補正Ｒ２＝０．９７３４】

税 ＋０．０９０７５ Ｘ1 Ｘ1 住民基本台帳世帯数 平成２１年住民基本台帳人口要覧 千世帯

＋０．００８９１２ Ｘ2 Ｘ2 可住地面積
社会生活統計指標
-都道府県の指標-２０１０

Ｋ㎡

務 ＋０．００１６３ Ｘ3 Ｘ3 事業所数
社会生活統計指標
-都道府県の指標-２０１０

事業所

＋２１．０１

【補正Ｒ２＝０．８７８８】

民 ＋０．００３５８９ Ｘ1 Ｘ1 町村部面積 全国市町村要覧（平成２１年版） Ｋ㎡

＋０．００２０５４ Ｘ2 Ｘ2 ０～４歳の人口
【H21.3.31現在】住民基本台帳に基
づく人口、人口動態及び世帯数

人

生 ＋０．０２３２５ Ｘ3 Ｘ3 町村部生活保護受給世帯数 平成２０年度 社会福祉行政業務報告 世帯

＋２１９．１

【補正Ｒ２＝０．９７８６】

衛 ＋０．０８０８７ Ｘ1 Ｘ1 保健所設置市以外の人口
【H21.3.31現在】住民基本台帳に
基づく人口、人口動態及び世帯数

千人

＋０．０１３６２ Ｘ2 Ｘ2 総面積
社会生活統計指標
-都道府県の指標-２０１０

Ｋ㎡

－０．０３８９３ Ｘ3 Ｘ3 保健所設置市の面積
平成２１年全国都道府県市区町村別
面積調

Ｋ㎡

＋０．４１５４ Ｘ4 Ｘ4 病院数
医療施設動態調査
（平成２２年１月末概数）

箇所

生 ＋０．００１９１４ Ｘ5 Ｘ5 ０～４歳の人口
【H21.3.31現在】住民基本台帳に基
づく人口、人口動態及び世帯数

人

＋１９３．９

【補正Ｒ２＝０．９２１６】

商 ＋０．１３４１ Ｘ1 Ｘ1 労働組合数（単位労組） 平成２１年労働組合基礎調査報告 組合

工 －０．０７４１２ Ｘ2 Ｘ2 人口１０万人以上の市の人口
【H21.3.31現在】住民基本台帳に基
づく人口、人口動態及び世帯数

千人

・ ＋０．０１９２７ Ｘ3 Ｘ3 第３次産業人口 平成１７年国勢調査 百人

労 ＋０．０８７９５ Ｘ4 Ｘ4 道府県立職業能力開発校の
訓練定員

平成２０年度都道府県別離職者・学
卒者訓練定員数

人

働 ＋１１９．５ ※ 説明変数には、第8次モデルと同じものを採用し、試算を行った。



部

門
採 用 状 況説 明 変 数 候 補

議

会
・総

務

住民基本台帳人口 ○
市部人口
町村部人口
人口集中地区人口
第３次産業人口 ○
人口の増加数 ○
総面積 ○

税

務

住民基本台帳世帯数 ○
総面積
可住地面積 ○
事業所数 ○

民

生

町村部生活保護受給者数

町村部生活保護受給世帯数 ○

住民基本台帳世帯数
町村部面積 ○
０～４歳の人口 ○
０～１７歳の人口
中核市の人口

児童相談所による受付件数

道府県営社会福祉施設在所者数

知的障害者数

児童扶養手当受給者数

衛

生

保健所設置市以外の人口 ○

保健所設置市の面積 ○
０～４歳の人口 ○

第２次及び第３次産業人口

中核市の人口
総面積 ○
病院数 ○
病床数
飲食店数
産廃処理施設数
自然公園面積

商

工

・
労

働

事業所数

労働組合数（単位労組） ○

県民所得
住民基本台帳人口

人口10万人以上の市の人口 ○

第３次産業人口 ○

工業製品年間出荷額等

道府県立職業能力開発校の訓練
○

定員

部

門
採 用 状 況説 明 変 数 候 補

農

業

農業就業人口
主業農家数 ○
農業経営体数 ○
畑のある農家数
農業産出額 ○
経営耕地面積 ○

市街化区域内の田面積を除いた

面積

市街化区域内の畑面積を除いた

畑面積

放牧、採草地面積、牧草地

農業基盤整備関係事業費 ○

農林水産施設災害復旧費

林

業

林業経営体数
林業粗生産額 ○
道府県有林野面積 ○
私有林野面積 ○

造林、林道、治山事業費 ○

水

産

漁業、水産養殖就業者数 ○

漁港けい留施設の延長
漁業生産量 ○
漁港建設事業費 ○

土

木

可住地面積
道路延長
河川延長 ○

人口10万人以上の市の人口

人口集中地区人口
港湾けい留施設の延長 ○
港湾外かく施設の延長
都市計画区域面積
道路面積 ○
中核市の面積
建設業者数 ○

土木関係普通建設事業費

土木関係及び都市計画関係建設
○

投資額

土木関係普通建設事業費中の

単独事業費

公共土木施設災害復旧費

建

築

住民基本台帳人口 ○
市部人口 ○
人口集中地区人口
人口の増加数
昼間人口
中核市の人口

建築主事の設置市の人口

公営住宅戸数

住宅関係普通建設事業費 ○

定員モデル説明変数採用状況



参考指標に関する道府県・政令指定都市の主な意見

内部資料の具体的内容

○事務説明資料

○定員管理計画作成のための参考

（H２２人事課ヒアリング結果より）

《参考》 「職員の状況と取組シート」活用状況

区分
活用状況

団体数 活用率

公表資料として活用 0 0.0 ％

内部資料として活用 51 78.5 ％

活用していない 14 21.5 ％

計 65 100.0 ％

【定員回帰指標】

○指数（係数）の根拠を住民に説明するのが困難（10団体）

○道府県の指標の対象からは定員管理に制約がある警察・教育部門を除くほうが望ましい（12団体）

○離島を抱えている等の個別事情が反映されないため、職員数を十分説明することが困難（5団体）

【類似団体別職員数】

○道府県についても、市町村と同様に部門別の指標を提供することが望まれる（12団体）

【その他】

○近隣団体との比較又は人口・面積等の類似した団体との比較を独自に行っている（5団体）

【主な意見】



県民ニーズや未来への礎となる政策を踏まえた新しい行政需要等に弾力的かつ的確に対応しなが
ら、また、新規採用職員の確保にも留意しながら、簡素で効率的な組織体制を整備していく中で、平
成２３年度から平成２５年度までの３年間で３％の職員数を削減する。

さらに、持続可能な県民サービス提供体制の確保の視点を持ちながら、東北各県との比較におい
て職員数が多くなっている現状等を踏まえ、期間中に組織体制や組織運営のあり方を検討すること
により、上記の目標を上回る削減を進める。

【参考】 山形県行財政改革推進プラン（抄）

【参考】本県と東北平均(宮城県を除く)との比較
■ 県人口１０万人当たりの職員数の比較〈部門別〉

人口
(Ｈ21.3.31)

議会
総務
企画

税務 民生  衛生  労働
農林
水産

商工  土木  計

1,417,278 2 52 15 35 40 7 93 12 48 303

1,355,205 2 48 14 25 36 10 103 13 57 308

1,118,735 3 63 12 28 38 7 101 23 67 341

1,185,100 3 59 17 42 44 10 99 22 73 368

2,063,769 2 44 12 27 32 5 76 12 61 272

1,428,017 2 53 14 31 38 8 94 16 61 318

＋1  ＋6 ＋3 ＋11 ＋6 ＋2 ＋5 ＋6 ＋12 ＋50

＋1 ＋8 ＋3 ＋6 ＋8 ＋10 ＋39

(注)1.「東北平均」は、政令指定都市を抱える宮城県を除く東北５県の平均である。
　　 2.「特徴的要素等」とは、各部門のうち、本県をはじめ一部の県にしか設置していない施設や、各県共通に設置しているが、これ

までの政策的取組み等により職員数の配置にばらつきがあると考えられる機関等である。
     3. 端数処理のため、表内で突合しない箇所がある。

東北平均

うち本県の特徴的要素
等による差

本県と東北平均との差 

H21.4
現在

青森県

岩手県

秋田県

山形県

福島県



《第２回定員管理研究会資料》 

 

 

 

 

 

神奈川県における定員管理の取組 

 

 

 

 

 

平成 22 年 8 月 9 日 

 

 

 

神奈川県総務部人材課 



神奈川県における定員管理の取組状況

○部門別職員の割合（H21.4.1）
＜神奈川県＞ ＜参考・都道府県＞

○職員数の推移（H6年を100として）

○職員数、集中改革プランの状況

○神奈川県の概要
・人口 ：8,885,458人（平成22年 3月末住民基本台帳人口）
・面積 ：2,415.85k㎡（平成21年10月全国都道府県市区町村別面積調）
・市の概要：19市中、政令指定都市 3市、中核市 1市、特例市 5市、保健所設置市 1市
・財政状況：財政力指数0.96 経常収支比率97.8％、実質公債費比率 8.9％ (20年度決算)

目標（5年間） 実績（4年間）

純減数 純減率 純減数 純減率 純減率 純減率

7,492 ▲ 1,121 ▲ 13.5 ▲ 819 ▲ 9.9 ▲ 10.4 ▲ 10.2

48,444 ▲ 30 ▲ 0.1 696 1.5 ▲ 3.5 ▲ 3.3

16,844 290 1.8 391 2.4 1.7 2.4

1 ,021 ▲ 189 ▲ 5.5 ▲ 2394 ▲ 70.1 ▲ 15.6 ▲ 14.7

73,801 ▲ 1,050 ▲ 1.4 ▲ 2126 ▲ 2.8 ▲ 4.5 ▲ 4.2

目標（5年間）

教育部門

警察部門

公営企業会計部門

総数

実績（5年間）

都道府県神奈川県

H22.4 .1
職員数

一般行政部門

一般管

理

7%

福祉関

係

3%

教育部

門

64%

警察部

門

22%

消防部

門

0%

公営企

業等会

計部門

4%
一般管

理

12%

福祉関

係

4%

教育部

門

59%

警察部

門

18%

消防部

門

1%

公営企

業等会

計部門

6%

64.0

68.0

72.0

76.0

80.0

84.0

88.0

92.0

96.0

100.0

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

神奈川県（総数）

都道府県（総数）

神奈川県（一般行政部門）

都道府県（一般行政部門）



○神奈川県の定員管理の状況
・全国に先駆けて行革に取り組んでおり、人口10万人あたりの職員数が全国一少ない
・未だ人口が増加傾向にあり、警察、教育部門の職員数を確保する必要があり、一般行政
部門で職員数削減を進めても、全体の職員数の削減は困難

・警察、教育部門の割合が88％を占め、一般行政部門の行革が反映されにくい

○集中改革プランにおける取組
・市町村への権限移譲（相模原市の政令指定都市移行、保健所業務の藤沢市への移管等）
・指定管理者制度の導入、庶務事務のアウトソーシングなど民間活力の活用
・出先機関の再編
・県立病院の地方独立行政法人神奈川県立病院機構移行（平成22年 4月）

１ これまでの定員管理計画について

２ 今後の定員管理計画について

平成21年10月に策定した「県庁改革基本方針」に基づき改革を具体的に推進するため、平成21年度から22年度までを期間とした「改革
戦略プラン」を平成22年２月に策定。

この改革戦略プランにおいて、「知事部局職員数を500人削減。他任命権者も同一の歩調で削減（教員、警察官を除く。）。（対21年度当
初比）」という数値目標を掲げて、民間活力の活用、組織再編や施策・事業の見直しなどにより、引き続き職員数の削減を進める。

職員数（始期） 職員数（終期）

8,311人 7,190人

16,453人 16,743人

47,748人 47,718人

3,415人 3,226人

75,927人 74,877人

計画の具体的内容

始期 終期

教育部門 ▲30人、▲0.1％

公営企業部門

対象としている
部門等

計画期間

▲189人、▲5.5％

総　　数 ▲1,050人、▲1.4％

数値目標の状況

一般行政部門

H21.4.1 H22.4.1

▲1,121人、▲13.5％

警察部門 ＋290人、＋1.8％



 

 

 

 

 

 

神奈川県の給与・定員管理等について 

（給与情報等公表システムの掲載内容から抜粋） 



３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（21年４月１日現在）

（注）１　神奈川県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　（注） 平成18年４月１日より級の切り替えを実施。
（１級・２級→１級、３級→２級、４級→３級、５級→４級、６級→５級、７級→６級、８級→７級、９級→８級、

　10級→９級・10級）

（２）昇給への勤務成績の反映状況

667

2,267

365

13.7

26.9

0.8

3.9

14.2

2,547

本庁の困難な業務を担当する部長

８　　級

主査

５　　級

主幹、技幹

10　　級 13

主任主事、主任技師

本庁の総務課長

0.1

40 0.4

区　　分

９　　級

74

7.0

23.9

9.1867

高度の知識経験を有する主事、技
師

４　　級

1,295

標準的な職務内容 構成比（％）職員数（人）

副主幹、副技幹

本庁の課長、副課長

６　　級

本庁の部長、副部長

７　　級

３　　級

1,349

２　　級

主事、技師１　　級

　人事評価結果に基づいて昇給区分（Ａ～Ｅの５つの区分）を決定。

１級 14.2% １級 12.0%
１級 1.1%

２級 3.9%
２級 3.5%

２級 3.9%

３級 9.1% ３級 9.9%

３級 6.4%

４級 23.9% ４級 23.7%

４級 11.8%

５級 26.9% ５級 28.3%

５級 23.1%

６級 13.7% ６級 13.8%

６級 28.2%

７級 7.0% ７級 7.4%

７級 14.9%

８級 0.8% ８級 0.8%
８級 8.9%

９級 0.4% ９級 0.5% ９級 1.0%
10級 0.1% 10級 0.1% 10級 0.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成21年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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５　特別職の報酬等の状況（21年４月１日現在）

円 （ ）円

円 （ ）円

円

円

円

月分

月分

　　　(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                          

　　 　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期                 

 　            （４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。  

                                                   

６　職員数の状況

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

横浜地区公園管理事務所の廃止等

＋135        

対前年
増減数

（参考：人口10万人当たり職員数820.9人） 

▲32         

▲78         
（参考：人口10万人当たり職員数857.0人） 

▲182        

受動喫煙防止対策の推進等

４家畜保健衛生所及び家畜病性鑑定所の再編等

▲40         

（財）神奈川産業振興センター派遣職員の引上げ等

（参考：人口10万人当たり職員数84.5人） 

＋12         

▲19         

労働委員会事務局組織の見直し等▲6          

＋1          

[    213 ］

児童相談所業務支援システムの開発終了等

児童生徒数及び学級数の増に伴う教職員の増員等

自動車税等に係る業務の一部委託化等

1,160,000986,000

　　　人

▲33         

　　　　人

1,048        

1,535        

▲20         

主な増減理由

（支給時期）

83           

水道料金未納整理業務の一部委託化等

警察官の増員等

[  80,664 ］

271          

3,226        

75,909       

▲46         

674          

72,637       

1,296        

7,663        7,481        

16,918       

48,238       

＋6          2,166        

下 水 道

2,160        

711          

84           

病 院

844          

360          

16,917       

2.75

報

酬 970,000議 員

知 事
期
末
手
当

小　　計

知 事

副 知 事

議 員

副 知 事

議 長

72,683       

48,103       教 育 部 門

　　　　　　区　　分

　部　　門

普

通

会

計

部

門 計

商 工

衛 生

税 務

そ の 他

小　　計

合　　計

退
職
手
当

土 木

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　門

労 働

一
般
行
政
部
門

警 察 部 門

農林水産

水 道

3,194        

[  80,877 ］

271          

1,450,000

副 議 長

給　　　　　　料　　　　　　月　　　　　　額　　　　　　等

▲62         

任期ごと

25,056,000円

平成20年

1,080,000

1,068        

給
料

区 分

1,200,000

副 知 事

　　（算定方式）

346          

民 生

825          

75,831       

知 事 給料月額×在職月数×60/100

議 長 　　（21年度支給割合（給与改定後））

（１期の手当額）

副 議 長

備　　　　　考

1,232        

346          

1,597        

856          

　　　　人

76           

4.15

823          

76           

総務企画

給料月額×在職月数×45/100

職 員 数

平成21年

業務見直し等

新生児医療の充実等

41,760,000円

会計事務執行体制の見直し等

±0         

任期ごと

1,160,000

±0          

▲37         

議 会

▲1          

1,220        

340          

1,256        

　　（21年度支給割合（給与改定後））

▲14         
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(2)年齢別職員構成の状況（21年４月１日現在）

　

(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成17年４月１日～平成22年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）行政システム改革基本方針における定員管理の数値目標（数・率）

人人

▲1,121         

人 人

47歳

47,718

～～ ～

52歳 60歳

59歳51歳23歳未満

計

以上

75,83010,316

平成22年４月１日における県職員数（教員、
警察官を含む定員）は、平成17年４月１日の
75,927人を74,877人とする。ただし、19年度
以降の警察部門の増減は見込んでいない。

3,226 ▲189           ▲ 5.5

5,864

31歳

～

28歳24歳

～

27歳

～

20歳20歳

区　分

職員数

平成17年4月1日

7,4997,483

人人

198 2,949

教 育 部 門

計画期間

職員数

16,453

47,748

公営企業等会計部門

一般行政部門 8,311

職員数

7,190 ▲ 13.5

6,484

平成22年4月1日

人

6,111

純減率

9,44810,692

純減数

619

32歳 36歳 56歳

人

43歳39歳

人

～ ～

▲ 0.1

人

～

人

▲30            

35歳

人

55歳

～

人

48歳

8,167

75,927

平成17年4月1日

終　期
数値目標

平成22年4月1日

▲ 1.4

16,743 1.8警 察 部 門

3,415

74,877 ▲1,050         総 数

始　期

＋290           

44歳40歳

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成
比

%
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②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、17年～22年の５年間である。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   

  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

７　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

  　①職員給与費の状況

     ア　決算

　　Ａ

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、21年３月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

平成21年度の給与抑制措置

企業庁長 給料・地域手当 12％抑制

管理職手当受給職員 給料・地域手当 ６％抑制

その他の職員 給料・地域手当 ３％抑制

②職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（21年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

5,681,240 7,8363,212,213

（参考）

47,718

7,190

(160.3%)

16,743

290

▲30

(74.0%)

―

―

▲1,121

465

490

―

数値目標

▲36

48,103

187

20年

7,663

▲280

職員給与費

Ｂ　

総費用に占める

職員給与費比率

　　　Ｂ／Ａ

千円

636,819

7,655

基本給 平均月収額

1,029,852 1,439,175

（参考）

(参考)都道府県平均

一人当たり給与費

16,917

▲25

102

3,226

▲45

75,945

―

17年～21年

▲46

3,271

▲113

給与費 B/A

千円

千円

める職員給与費比率

％

6,966,677 11.4 12.2

給　　　　　　与　　　　　　費

60,853,636 930,745

一人当たり

3,226

▲189(116.9%)

(9.1%) ▲1,050

74,877―

期末・勤勉手当

千円

407,242 628,449

％

47,941

計画始期

17年

▲165

18年

Ａ  

　　　　千円

計

▲830

３年目

▲96

(▲1,633.3%)

▲221

18年度の総費用に占

193

　　計　Ｂ給　 料

区　　分

　　　　千円 千円

75,909

20年度
725

教　育 職員数 47,748

398,572

一般行政 職員数

　　　　　　区　　分

部　　門

8,311

総費用

増　減

増　減

3,317

▲98

8,146

１年目

増　減

増　減 201

増　減

19年

公 営 企 業

職員数

職員数

161

131

２年目

7,943

▲203

47,916

16,815

４年目

7,481

▲182

48,238

等 会 計

75,927

3,415

警　察

区 分 純損益又は

16,65416,453職員数

計
76,058

神奈川県

人 千円

区 分

44.7

　実質収支

20年度

職員数

団体平均 45.7

職員手当

千円

平　均　年　齢

21年

135

75,831

▲78

16,918

1

3,194

▲32
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《第２回定員管理研究会資料》 

 

 

 

 

 

静岡市における定員管理の取組 

 

 

 

 

 

平成 22 年 8 月 9 日 

 

 

 

静岡市総務局総務部人事課 



静岡市における定員管理の取組状況

○部門別職員の割合（H21.4.1）
＜静岡市＞ ＜参考・指定都市＞

○職員数の推移（H6年を100として）○職員数、集中改革プランの状況

○静岡市の概要
・人 口：７１８，６２３人（平成21年3月31日現在）
・面 積：１，４１１．８２K㎡
・市の概要：平成15年 4月 1日 合併（合体） 静岡市、清水市

平成17年 4月 1日 政令指定都市へ移行
平成18年 3月31日 合併（編入） 蒲原町
平成20年11月 1日 合併（編入） 由比町

・財政状況（平成20年度）：財政力指数 0.92   経常収支比率 90.9％ 実質公債費比率 12.2%

目標（5年間） 実績（4年間）

純減数 純減率 純減数 純減率 純減率 純減率

6,414 ▲ 421 ▲ 6.2 ▲ 446 ▲ 6.5 ▲ 9.4 ▲ 8.7

市町村静岡市

H22.4 .1
職員数

総数

目標（5年間） 実績（5年間）

80

85

90

95

100

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

静岡市

市町村

一般管

理
26%

福祉関

係
23%

教育部

門
13%

消防部

門
12%

公営企

業等会

計部門

26%

一般管

理
24%

福祉関

係
25%

教育部

門
13%

消防部

門
11%

公営企

業等会

計部門

27%



○静岡市の定員管理の状況

・定員管理の起点となる平成17年度は、政令指定都市移行に伴い、国県道管理業務、児童相談
所設置等の移譲事務に対応するための増員を必要とする中で、事務事業の見直しや民間委託化
等により、全体としては1.0％の削減を図った。
・平成17年度の策定当初、1年当り1.0％、5年間で5.0％の削減率を設定
・平成18年度の見直しで、5年間で5.7％の削減率に改定（蒲原町との合併効果等を算入）
・平成20年度の見直しで、5年間で6.2％の削減率に改定（由比町との合併効果等を算入）
・500床規模の市立病院を２つ抱える中で、病院・消防など市民の安心安全に直結する部門の職
員数は維持しながら、平成21年4月1日現在、４年間で▲377人（削減率5.5%）と着実に職員削減を
進め、集中改革プラン全体に対する進捗率も89.5%となっている。

○集中改革プランにおける取組
・指定管理者制度の活用‥市民文化会館、静岡音楽館、市民体育館、視聴覚センター、

女性会館、老人福祉施設、児童館、勤労者福祉センター、
生涯学習センター等

・民間委託化‥‥‥‥‥‥ごみ収集業務、浄化センター管理業務、給食センター業務、
戸籍証明発行業務、保育園、公営競技開催業務等

・ 組織の統廃合‥‥‥‥‥課、担当の統合
・事務事業の総点検による見直し‥事務のＯＡ化、非常勤嘱託の活用



１ これまでの定員管理計画について

２ 今後の定員管理計画について

・計画期間 平成22年度～平成26年度

・目標値 平成22年4月1日現在の職員数を5年間で4.3％（276人）減員する。

・実施方法 民間活力の活用（指定管理者、委託化、民営化）、事務事業の見直し（事業終了、統廃
合）、非常勤職員の活用（労務職等）により減員を図る。

安全安心の確保の観点から、病院、消防部門は必要な増員を図るなど、メリハリのあ
る計画とする。

職員数（始期） 職員数（終期）

6,835 6,389平成21年度 ▲446人　　▲6.5％

対象としている
部門等

計画期間 計画の具体的内容

始期 終期 数値目標の状況

全部門 平成17年度



 

 

 

 

 

 

静岡市の給与・定員管理等について 

（給与情報等公表システムの掲載内容から抜粋） 



３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況(21年４月１日現在）

（注）１「静岡市職員の給与に関する条例」に基づく給料表の職務の級の区分による職員数です。

      ２「標準的な職務内容」とは、それぞれの職務の級に該当する代表的な職務です。
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人）

 

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。
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（2)年齢別職員構成の状況（21年４月１日現在）

(3)定員管理（全体）の数値目標及び進捗状況

①平成17年４月１日～平成22年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

 

（参考）普通会計部門における定員管理の数値目標（数・率）
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②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、17年～22年の５年間です。

      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しています。

　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   

  　　　降現年までの職員増減数の累計を示しています。                                              
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《第２回定員管理研究会資料》 

 

 

 

 

 

川口市における定員管理の取組 
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川口市総務部行政管理課 



川口市における定員管理の取組状況

○部門別職員の割合（H21.4.1）
＜川口市＞ ＜参考・市町村＞

○職員数の推移（H6年を100として）○職員数、集中改革プランの状況

○川口市の概要
・人口 ： 492,609人 （平成21年 3月末住民基本台帳人口）
世帯数 ： 213,848 世帯

・面積 ： 55.75k㎡ （平成20年10月全国都道府県市区町村別面積調）
・財政規模：一般会計1,360億5,000万円、特別会計1,211億3,220万円

企業会計301億1,400万円
・財政状況：財政力指数 1.062、経常収支比率 89.7％、実質公債費比率 13.3％
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純減数 純減率 純減数 純減率 純減率 純減率

3,965 200 ▲ 5.0 3,847 ▲ 3.0 ▲ 8.6 ▲ 8.3

川口市 市町村
H22.4.1
職員数

目標（5年間） 実績（5年間）
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○川口市の定員管理の状況
・特例市平均の人口1万人当たりの職員数及び試算職員数の指標は、いずれも100を下回る良好

なものとなっている。
・平成17年4月1日現在に比較して平成22年4月1日現在の職員数を5％・200人削減する第3次定

員適正化計画であったが、平成20年度に医療の安全確保、質の向上及び収益の改善を図るた
め、医療職以外の職員を5％・167人を削減する計画に見直し。

・ 平成22年4月1日現在で168人の削減を達成。

○集中改革プランにおける取組
・事務事業の見直し、組織機構の簡素合理化、外郭団体等の派遣職員の引揚げ
・指定管理者制度の活用を含む民間活力の導入
・市民、NPO、企業等との協働の推進

１ これまでの定員管理計画について

２ 今後の定員管理計画について

平成２２年度以降も引き続き職員の定員管理の適正化に努めつつ、本市に必要な人材の確保にも取り組
み、市民サービスの低下を招くことのないよう十分に配慮していくこととする。

職員数（始期） 職員数（終期）

1,847 1,774
596 528
466 482

3,333 3,165

公営企業等会計部門

総数
（医療職を除く）
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消防部門

381 ▲43人 ▲10.1％
H17.4.1 H22.4.1

対象としている
部門等

計画期間 計画の具体的内容
始期 終期 数値目標の状況



人事行政の運営等の状況について公表します。

　 川口市では、職員数や給与、定員管理その他の人事行政の運営等の状況についてみなさんに
 知っていただくために、次のとおり公表します。

　　お問合せ先：048-258-1110（市役所代表）
　　人事・給与…職員課（内線2251）・定員管理…行政管理課（内線2236）・公平委員会（内線2401・2402）
　　FAXによるお問合せ先：048-258-1122（職員課）

第１編　各任命権者からの報告の概要

第１章　職員の任免・職員数の状況

１　職員の任免の状況

区分
行政職・保育士・消防職 等

医師
医療技師

117 人 （ 35 人）  

看護師・助産師・保健師
2 人 （

人数

2 人）  
71 人）  77 人 （

23 人 （

  (1) 採用の状況（平成20年度）

2 人）  

(注) （　）内は女性数であり、内書きです。

　(2) 再任用の状況

再任用職員とは、高齢者雇用の推進等のため定年退職者等のうち改めて採用される職員です。

教育職
学校事務職

現業職
看護師 助産師 保健師

合計

人）
0 人）  

人 （

258 人 （
6 人 （

2 人 （
14 人）  
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6 人）  

31 人 （

再任用職員とは、高齢者雇用の推進等のため定年退職者等のうち改めて採用される職員です。

(注) 任期更新された職員を含みます。

任用形態

30 人 
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標準的な職務内容
2.1 ％ 
4 2 ％

短時間勤務職員99 人 
区分
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構成比職員数
　(3) 一般行政職の級別職員数の状況（平成21年4月1日現在）

7級
 部長・理事の職務
次長・参事の職務

区分
8級

(注)１ 上記の職員数は 川口市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です

2級

1,406 人 
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 課長補佐・副主幹の職務

 主事補・技師補の職務
合計 100.0 ％ 

(注)１　上記の職員数は、川口市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。
　　３　埼玉県条例が適用される学校事務職 14人は除いています。
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1 2 3 9 2120

学校
事務職

助産師

定年退職

  (4) 職員の退職の状況（平成20年度） 

計
　消防職等

行政職
（単位：人）

教育職
看護師

保健師事　由
医師

区　分
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23 1 44 2 12 1
1

1
19 6 98

24 4 48 12 37 7 99
(注)１　（　）内は女性数であり、内書きです。
　　２　再任用職員については、翌年度再任用（任期更新）された職員も含まれています。
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　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 　(各年4月1日現在、単位：人）

平成21年
対前年
増減数

0 
▲5 
3 

職員数
主な増減理由

職員配置見直しによる減
税収確保、収納率向上を図るための増

5

平成20年

385 
16 16 

581
127 

390 

576

２　定員管理の状況

　　区　分

税務

議会
総務企画

124 

　部　門

民生 業務増による増

労働
農林水産

小計
特別行政部門

商工
土木

8 

479 
▲

17 16 

▲24 539 

▲1 

1,806 1,822 
563 教育

消防

0 
▲15 
▲16 

7 

▲1 7 

5 

486 

581 

278 

576 

263 

365 

小計

▲2 
一般行政部門

363 

48 

民生
衛生

48 

業務増による増
職員配置見直しによる減
職員配置見直しによる減
職員配置見直しによる減

救急隊新設による増

職員配置見直しによる減

職員配置見直しによる減

(注)１ 職員数は一般職（教育長を除きます 以下特に記載がない限り 一般職に関する数値については

その他

小計
病院

▲9 

1,042 

164 

3,907 

▲17 

〔4,055〕

103 

1,043 

692 
102 

1,025 

84 

1,071 

75 
165 

小計

合計

公営企業等
会計部門

水道

1 

3,902 

下水道

28 

729 
▲1 
37 

▲5 
〔4,024〕 〔▲31〕

業務委託による減
職員配置見直しによる減

業務増による増

医療体制充実による増

(注)１　職員数は 般職（教育長を除きます。以下特に記載がない限り、 般職に関する数値については、
　　　教育長を除いたものとしています）に属する職員数であり、地方公務員の身分を有する休職者、派
　　　遣職員等を含み、臨時又は非常勤職員は除いています。
　　２　〔　〕内は、条例定数の合計です。

23歳

　(2) 年齢別職員構成の状況（平成21年4月1日現在）

区分

職員数（人）

20～ 24～
27歳

380
51歳47歳

40～

325

28～

3 902371 300

44～

9
以上

32～ 36～
35歳 55歳43歳

52～ 56～
39歳

546
31歳

195 352564
未満

48～

402

20歳

14
59歳

60歳

444

計

職員数（人）
構成比（％）

380
11.45.0

325
8.3 9.7

(注) 年齢は実年齢です。なお、他の項目に記載する年齢はすべて満年齢です。
0.4

3,902371 300 9
100.0 0.2

546195 352
10.3

564
14.5

402
9.5 7.7

14
14.09.0

444

12%

14%

16%

年
齢
別

0%

2%

4%

6%

8%

10%

20歳未満 20～23歳 24～27歳 28～31歳 32～35歳 36～39歳 40～43歳 44～47歳 48～51歳 52～55歳 56～59歳 60歳以上

H21.4.1

(構成比) 

H16.4.1

(5年前の構成比) 

別
職
員
構
成
の
状
況

20歳未満 20～23歳 24～27歳 28～31歳 32～35歳 36～39歳 40～43歳 44～47歳 48～51歳 52～55歳 56～59歳 60歳以上



　(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況
　　①　平成22年4月1日現在における定員の数値目標

医療の充実を図るため、医療センターの医療職を平成17年4月1日現在と比較して73人の増員
とし、その他の職を167人の減員とすることから、市全体の平成22年4月1日現在の職員数を
3,871人（平成17年4月1日現在と比較して94人の減）とします。

3

　　②　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 （各年4月1日現在、単位：人）

346

平成17年

3,871人（平成17年4月1日現在と比較して94人の減）とします。

部門

▲43 
3 871

▲63 
3 965

±0 ▲15 

数値目標22年計4年計

▲94 
51 52 94

99

3 902

86

2年目 3年目

▲5 

区分 平成19年

3 922 3 9073 965

計画前年

67

全部門

平成18年

5年計1年目
減員
増員

職員数

94

平成18～ （参考）

差引
283

86

平成21年平成20年 平成22年

(注) 計画期間は、平成18～22年の5年間です。

　　＜定員適正化計画の見直しについて＞

＜見直し内容＞

安全で質の高い医療サービスを提供するために、平成21年度から医療センターにおける看護
体制を10対1から7対1に変更することになりました。そのために、医療職、特に看護師を大幅
に増員する必要があることから、平成20年9月に定員適正化計画を見直しました。

3,8713,965 3,9023,922 3,9073,965職員数

　　＜見直し内容＞

　　＜参考　年次別職種別職員の増減数＞
増減率区分

医療センターの
18年度
630632

増減計
679 705624 643

医療センターの医療職を平成17年4月1日と比較して73人の増員とし、その他の職は計画策定
当初と同様に対象職員の5％にあたる167人の減員とします。このことから、定員適正化計画
における市全体の数値目標を3,871人と定め、今後とも計画終期（平成22年4月1日）に向けて
94人の減員を目指します。

22年度20年度17年度 19年度 21年度

※平成22年度の数値は、計画数です。

＋11.6％

▲5 ▲31 ▲43 
3,922 3,871

▲6 

▲94 

▲167 
3,166

 医療センターの
 医療職

医療センターの
医療職以外の職

 職員総数
3,965 3,965

630

3,907
▲15 

632

＋2 

679 705
＋73 

▲41 ▲57 
3,335 3,298 3,264 3,223

624 643
▲2 

3,902

＋36 
3,333

±0 

▲5.0％▲34 

＋19 

▲37 

▲2.4％

＋26 

3/21
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